
1 
 

       尚美学園大学 
       大学基本情報 2025 

(データは注記のない限り 2025 年 5 月 1 日現在) 

教育研究上の目的                              

□ 大学 

学則 第１条（目的） 

本学は、教育基本法及び学校教育法に基づき、「智と愛」を建学の精神とし、総合的科学的思考の涵養を教

育方針として、広範な教養を授けるとともに、芸術と情報及び政策を専門的かつ学際的に教授研究し、その

深奥を究めて、各分野において指導的役割を果たしうる創造力と表現力並びに実践力を有する人材を育成す

ることを目的とする。 

 

学則 第１条の２（学部及び学科の目的） 

本学に置く学部及び学科の人材養成及び教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

 

芸術情報学部 

様々な芸術表現とメディアを駆使した表現を追求するため、社会的に通用する情報表現及び音楽表現におけ

る幅広い分野にわたっての専門的能力を持った人材を養成することを目的とする。 

 

情報表現学科 

社会の高度情報化において、従来の芸術教育に情報・メディアコミュニケーションを統合した先見的な教育

研究を行うことを目的とする。 

 

音楽表現学科 

器楽、声楽、ジャズ＆ポップス、音楽創作及び音楽ビジネスの各分野における専門性の追求と同時に多角的

な視座を養う教育研究を行うことを目的とする。 

 

音楽応用学科 

音楽ビジネスの世界における音楽制作と音楽産業の各分野の専門性の追求と同時に多角的な視座を養う教育

研究を行うことを目的とする。 

 

舞台表現学科 

舞台における表現を実践的かつ理論的に追求し、舞台芸術の伝統を踏まえ、あらゆる視座から将来への可能

性を広げる教育研究を行うことを目的とする。 

 

総合政策学部 

現代社会におけるさまざまな政策課題を、政治、経済、法律、情報、文化などの諸分野にわたって研究し、

問題発見―問題解決型の思考様式に基づいて政策立案できる人材を養成することを目的とする。 

 

総合政策学科 

社会科学の専門的知識を学び、国、地方自治体、企業、団体などの抱える政策課題を研究し、そのうえで問

題解決を図ることができるような人材を養成することを目的とする。 

 

スポーツマネジメント学部 

スポーツマネジメント学科 
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多角的な視点からスポーツに対する理解を深め、現代社会における多様な課題を探求、解決できる人材を養

成すること、また、マネジメントの視点から、スポーツにおける多様な価値を実践的、論理的に追求する教

育研究を行うことを目的とする。 

 

□ 大学院 

学則 第５９条（修士課程） 

本学の大学院の修士課程は、広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専

門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うものとする。 

 

学則 第５９条の２（研究科及び専攻の目的） 

本学に置く研究科及び専攻の人材養成及び教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

 

総合政策研究科 

国及び地方自治体並びに企業等で活躍し得る豊かな創造性と的確な判断力を備えた高度の専門的能力を持っ

た職業人を養成する。 

 

政策行政専攻 

ガバナンス・個別政策研究及び国際関係・地域研究を主たる研究対象とし、行政に重点を置いた政策の立

案・実施・評価に関する教育研究を行うことを目的とする。 

 

芸術情報研究科 

様々な芸術表現の可能性やメディアを駆使した芸術を多角的に追求するため、社会的、国際的に通用する情

報表現及び音楽表現における幅広い分野にわたって高度の専門的能力を持った職業人を養成する。 

 

情報表現専攻 

CG・映像、音響、コミュニケーションデザイン及び美術理論の各分野に関する幅広い基礎の上に新しい時代

のメディアコンテンツの制作や研究開発に関する教育研究を行うことを目的とする。 

 

音楽表現専攻 

器楽、声楽、ジャズ＆コンテンポラリー、音楽創作、アート・マネジメント、音楽教育及び音楽理論の各分

野に関する個々の分野での高度の専門性を追求と同時に多角的な視座を養う教育研究を行うことを目的とす

る。 

入学定員・収容定員                             

□ 大学 

学則 第４条（学部） 

本学の学部、学科、その収容定員は、次のとおりとする。 

学 部 学 科 入学定員 編入学定員 収容定員 

(1) 芸術情報学部 

情報表現学科 220名 10 名 840名 

音楽表現学科 70 名 20 名 320名 

音楽応用学科 70 名 10 名 300名 

舞台表現学科 40 名 10 名 240名 

(2) 総合政策学部 総合政策学科 100名 － 400名 

(3)スポーツマネジメント学部 スポーツマネジメント学科 160名 － 640名 

合    計 660名 50 名 2,740 名 

※ 総合政策学科及びスポーツマネジメント学科への編入学は、収容定員に対する欠員の状況を勘案して行

うものとする。 

※2025年度の収容定員（2025 年度に入学定員を変更したため、合計人数は異なります） 
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□ 大学院 

学則 第５条（大学院） 

本学に大学院を置き、課程は修士課程とし、研究科、専攻、その収容定員は、次のとおりとする。 

研 究 科 専  攻 入学定員 収容定員 

芸術情報研究科 
情報表現専攻 20名 40名 

音楽表現専攻 10名 20名 

総合政策研究科 政策行政専攻 10名 20名 

合    計 40名 80名 

 

 

入学者受入方針、教育課程編成・実施方針、学位授与方針            

□ ３つのポリシー 

 

 

学修成果の評価の基準                            

□ アセスメント・ポリシー 

 

 

教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力               

□ 学部・学科・大学院 

 

校地・校舎等の施設その他の学生の教育研究環境                

□ キャンパス案内 

□ 大学までのアクセス 

□ 学生の修学、進路選択及び心身の健康等の支援 

□ メディアセンター 

□ メディアセンター蔵書数 

図書 学術雑誌 視聴覚資料 

（点数） 

電子ジャーナル 

（種類） 冊数 うち外国書 種類 うち外国書 

147,024 22,157 818 145 31,103 16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.shobi-u.ac.jp/about/policy/educational
https://www.shobi-u.ac.jp/about/policy/assessment
https://www.shobi-u.ac.jp/faculty/
https://www.shobi-u.ac.jp/about/campus/
https://www.shobi-u.ac.jp/access/
https://www.shobi-u.ac.jp/life/
https://www.shobi-u.ac.jp/mediacenter/
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学修の成果にかかる評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準        

□ 大学 

学則 第２９条（授業科目） 

授業科目は、必修科目、選択科目及び自由科目に分ける。授業科目は、教授会の定めるところに従い、各年次の春学期

又は秋学期に配当する。 

２ 各学期に配当された科目は、その学期に限り履修することができる。ただし、下級学期に配当された授業科目を上

級学期において履修することは妨げない。 

３ 各学期に履修できる授業科目は、第３１条に定める単位の計算方法に基づき、２２単位を上限とする。ただし、自

由科目はこれに含めない。 

４ 各学期に演習を２単位以上履修し、第４２条に定める評点について、別途各学部で定める内規により一定の基準を

満たす者に対し、２６単位までの履修を認めることがある。 

５ 授業科目の種類、単位数等は、別表第１のとおりとする。 

６ 授業科目の履修方法に関し必要な事項は、別に定める。 

 

学則 第３０条（授業の方法） 

授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとする。 

２ 前項の授業は、文部科学大臣が定めるところにより、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以

外の場所で履修させることができる。 

 

学則 第３１条（単位計算方法） 

授業科目の単位計算方法は、１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準とし、

授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算す

るものとする。 

（１）講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。 

（２）演習については、１５時間から３０時間の授業をもって１単位とする。 

（３）外国語科目については、３０時間の授業をもって１単位とする。 

（４）実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間の授業をもって１単位とする。ただし、芸術等の分野に

おける個人指導による実技の授業については、１０時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業研究、卒業演奏及び卒業作品の授業科目については、これらの学修の成果を評価し

て単位を与えることができる。 

 

学則 第３２条（単位の授与） 

授業科目を履修し、第４１条に定める考査方法に合格した者には、所定の単位を与える。 

 

学則 第３４条（成績評価基準等の明示等） 

各学部は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに 1年間の授業の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 各学部は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格性を確保するため、学生に対して

その基準をあらかじめ明示するとともに、当該基準にしたがって適切に行うものとする。 

 

学則 第４１条（考査方法） 

学業成績については、学期末試験を行い、中間試験、タームペーパー等の成績を勘案して考査する。 

２ やむをえない理由のため、定期の試験を受けられなかった授業科目については、追試験を受けることができる。 

３ 定期試験及び追試験を受けなかった授業科目については、その理由のいかんにかかわらず不合格とする。 

４ 不合格科目については、改めて履修することを妨げない。 

５ 外国語、情報科目、特論、基礎演習、演習及び総合演習等、試験あるいは試験のみによる学業成績の考査を適当と

しない授業科目については、教授会が他の考査方法を定めることがある。 

６ 各試験の時期等については、別に定める。 

 

学則 第４２条（成績） 

授業科目の試験等の成績は、秀、優、良、可、不可の５種の評語をもって表わし、秀、優、良、可を合格、不可を不合

格とする。合格した授業科目については、所定数の単位を与える。 

（１）学業成績の到達度は、平均評点値をもって表示する。 

（２）平均評点値は、履修した自由科目を除くすべての授業科目の各評語について、１単位あたり秀４点、優３点、良

２点、可１点、不可０点の評点を与えることによって算出する。 

（３）各授業科目の担当者は、履修者に与えた評語の比率を開示しなければならない。 

 

学則 第４３条（授業評価） 

各学期末に、各授業科目について担当教員に対する履修者の評価を調査しなければならない。  
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学則 第５２条（卒業） 

本学学部に４年以上在学し、次表の条件を満たし、かつ１２４単位以上を修得した者については、教授会の議を経て、

学長が卒業を認定する。ただし、第４年次において原級にとどめられ、春学期において卒業要件を満たした者は教授会

の議を経て、学長が卒業を認定することがある。 

学部、学科 

 

科目 

芸術情報学部 総合政策学部 スポーツマネジメント学部 

情報表現学科 

音楽表現学科 

音楽応用学科 

舞台表現学科 

総合政策学科 スポーツマネジメント学科 

（１）教養科目 24単位以上 26単位以上 30単位以上 

（２）専門科目 76単位以上 74単位以上 70単位以上 

（３）全学オープン選択科目 24単位以内 

合 計 124単位以上 

２ 所属学部の許可を得て他学部他学科の専門科目を履修した場合、所属学部の定める単位数の授業科目を当該学部又

は学科の専門科目の修得単位にかえることができる。 

３ 全学オープン選択科目とは上表（１）及び（２）の修得単位の要件を満した上、これら諸科目に属する他学部他学

科の授業科目を自由に選択し、かつ卒業に必要な修得単位に算入できるものをいう。ただし、他学部他学科の授業科

目の履修については当該学部の許可を要する。 

 

□ 大学院 

学則 第６５条（履修方法） 

学生は、大学院に２年以上在学し、次に掲げる各専攻の授業科目を３０単位以上修得しなければならない。 

  芸術情報研究科情報表現専攻 

   専門科目 

    選択必修        ６単位以上 

    選択         １８単位以上 

    （音楽表現専攻の科目を２科目４単位まで修得できるものとする。） 

    （総合政策研究科の科目を２科目４単位まで含むことができる。） 

    論文・制作特別演習（必修）６単位 

 

  芸術情報研究科音楽表現専攻 

   専門科目 

    選択必修         ８単位以上又は１６単位以上 

    選択          １８単位以上又は１０単位以上 

        （情報表現専攻の科目を２科目４単位まで含むことができる。） 

    論文特別演習又はリサイタル演習（選択必修）４単位以上 

 

  総合政策研究科政策行政専攻 

   基本科目          ８単位以上 

   関連科目         １４単位以上 

   総合政策特殊研究      ８単位 

 

２ 履修方法に関し必要な事項は、別に定める。 

 

学則 第７３条（課程修了の要件及び認定） 

大学院を修了するためには、第６０条に規定する標準修業年限以上在学し、授業科目について所定の単位を修得し、か

つ、必要な研究指導を受けた上、学位論文（修士論文並びに修士制作及び修士演奏を含む。以下この条において同

じ。）又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合格しなければならない。ただし、在学期間に関して

は、優れた業績を上げたと認められる者については、当該課程に１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 大学院修了の認定は、研究科委員会が行う。なお、第２年次において原級にとどめられ、春学期において修了要件

を満たした者は研究科委員会の議を経て、修了を認定することがある。 

３ 学位論文の審査及び最終試験については尚美学園大学大学院学位規程（以下「学位規程」という。）の定めるとこ

ろによる。 
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成績評価の指標（GPA）の概要                               

□ 本学で成績評価の指標とする GPA（Grade Point Average）の算出方法 

 

○本学におけるＧＰＡの内容（指標の算出方法） 

 各学期末に行われる成績評価（総合点）によって行う。 

100～60 点は合格、59 点以下は不合格。カッコ内はグレードポイント （GP） 

秀（４）100～90 点、優（３）89～80 点、良（２）79～70 点、可（１）69～60 点、不可（０）59 点以下、失格・欠席（０） 

GPA の計算式： GPA=（GP×単位数）の総和÷履修単位数の総和 

（GPA は、小数点第三位の値を四捨五入し、小数点第二位までとする） 

○本学におけるＧＰＡの適切な実施状況 

 本学では春学期（前期）及び秋学期（後期）の期末試験実施終了後、それぞれ確定した成績をもとに GPA 計算式により算出 

し、成績表に過去の GPA の数値の推移とともに記載し、学生にフィードバックしている。その GPA の状況により、指導 

担当者（アドバイザー）より履修指導を実施している。また、GPA が基準を上回った場合には、履修上限単位数を 22 単位から 

26 単位にする対応も行っている。 

○授業の成績分布状況は、学期毎に成績評価の比率（指標の比率）を公表している 

 

 

 

 

取得可能な学位                               

□ 大学 

学 部 学 科 学位名称 

芸術情報学部 

Faculty of Informatics for Arts  

情報表現学科  

Department of Information Expression  
学士（芸術情報） 

音楽表現学科 

Department of Music Expression  
学士（芸術情報） 

音楽応用学科 

Department of Music Business Development 
学士（芸術情報） 

舞台表現学科 

Department of Performing Arts 
学士（芸術情報） 

総合政策学部 

Faculty of Policy Management  

総合政策学科  

Department of Policy Management  
学士（総合政策） 

スポーツマネジメント学部 

Faculty of Sport Management 

スポーツマネジメント学科 

Department of Sport Management 

学士（スポーツマネ

ジメント） 

 

□ 大学院 

研究科 学 科 学位名称 

芸術情報研究科 

School of Informatics for Arts 

情報表現専攻  

Division of Media Arts 
修士（情報表現） 

音楽表現専攻  

Division of Musical Arts 
修士（音楽表現） 

総合政策研究科 

School of Policy and Management 

Studies 

政策行政専攻  

Public Policy and Administration Studies 修士（総合政策） 
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授業科目                                  

□ ＷＥＢシラバス 

 

資格の取得                                 

□ 教職課程 

□ 学芸員課程 

□ その他資格 
〇サッカー審判員 

公益財団法人日本サッカー協会の審判員制度である「サッカー審判員 4級」の資格を 1年次に原則取得し、4年間更新を行っ

ています。また、その中でも優秀な審判員は、「同審判員 3級」の資格を取得しています。 

公益財団法人日本サッカー協会／審判員に関する HP：http://www.jfa.jp/referee/system/ 

 

〇日本語能力試験 N1取得 

現在、本学では 237名（2025年 5月 1日現在）の留学生が在籍し、日本で就職を目指す留学生には最低限必要となる「日本語

能力試験 N1」の資格取得を積極的に勧めています。そこで、本学後援会（保護者組織）からの補助を活用し、N1合格者に対し

て受験料の補助を行っております。 

過去の N1合格者で補助を利用した留学生は以下の通りです。 

2022年度：18名 

2023年度：8名 

2024年度：11名 

※補助を利用した人数であり、合格者が上記数より多いことがあります。 

主催：公益財団法人日本国際教育支援協会／独立行政法人国際交流基金 HP：http://info.jees-jlpt.jp/what/ 

 

 

海外協定校                                 

□ 海外交流・研修 

 

大学間連携                                 

□ 彩の国大学コンソーシアム 

  

https://portal.shobi-u.ac.jp/public/web/Syllabus/WebSyllabusKensaku/UI/WSL_SyllabusKensaku.aspx
https://www.shobi-u.ac.jp/certification/qualification/teacher/
https://www.shobi-u.ac.jp/certification/qualification/curator/
http://www.jfa.jp/referee/system/
http://info.jees-jlpt.jp/what/
https://www.shobi-u.ac.jp/life/international/exchange
http://www.saicon.jp/index.html
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学事予定                                  

□ 2025 年度（2025年 4月 1日現在） 
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学費                                    

□ 大学 

（単位：円）  

学 部 学 科 入学金 授業料 教育充実費 合計 

芸術情報学部 情報表現学科  250,000 1,000,000 400,000 1,650,000 

音楽表現学科 250,000 1,250,000 400,000 1,900,000 

音楽応用学科 250,000 1,250,000 400,000 1,900,000 

舞台表現学科 250,000 1,250,000 400,000 1,900,000 

総合政策学部 総合政策学科  200,000 750,000 250,000 1,200,000 

スポーツマネジメント学部 スポーツマネジメント学科 200,000 800,000 280,000 1,280,000 

□ 大学院 

（単位：円）  

研究科 専 攻 入学金 授業料 教育充実費 合計 

芸術情報研究科 情報表現専攻 185,000 850,000 200,000 1,235,000 

音楽表現専攻 185,000 1,100,000 200,000 1,485,000 

総合政策研究科 政策行政専攻  140,000 680,000 120,000 940,000 

特待制度                                  

特待制度の状況  

① 特待生選抜（入学試験特待生（試験成績優秀者）） 

特待生を希望し、入学試験(特待生選抜)において本学の基準を満たす成績を修めた者を対象として、試験結果の上位か

ら選定します。 

定 員：10名以内（一般選抜募集人員に含む） 

免除額：授業料全額、授業料半額、授業料の 30％の 3種類 

 

② 在学生特待制度（成績優秀者） 

在学生のうち学業成績の優秀な者を特待生として処遇し、勉学を奨励します。 

減免額…授業料全額（最大） 

人数…18名（各学科・各学年（2・3・4年）から 1名） 

対象…前年度までの学業成績（GPA(累計)）上位者 

 

入学試験特待生  

  情報表現 音楽表現 音楽応用 舞台表現 総合政策 
スポーツマネ

ジメント 

1年 5 2 2 0 0 0 

2年 2 1 1 0 0 0 

3年 3 1 6 0 1 2 

4年 2 2 2 1 0 0 

スポーツ特別奨学生 

  情報表現 音楽表現 音楽応用 舞台表現 総合政策 
スポーツマネ

ジメント 

1年 0 0 0 0 5 14 

2年 0 0 0 0 1 13 

3年 0 0 0 0 2 7 

4年 0 0 0 0 3 9 

在学生特待生（成績優秀者） 

  情報表現 音楽表現 音楽応用 舞台表現 総合政策 
スポーツマネ

ジメント 

2年 1 1 1 1 1 1 

3年 1 1 1 1 1 1 

4年 1 1 1 1 1 1 
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奨学金                                   

□ 日本学生支援機構奨学金 

教育の機会均等の理念のもと、意欲と能力のある学生等が、自らの意志と責任において大学等で学ぶことができるよう、国の重要な

教育事業として実施されています。 

 

◇貸与奨学金 

勉学に励む意欲があり、またそれにふさわしい能力を持った学生が経済的理由により修学をあきらめることのないように支援する

ことを目的として国が実施する制度です。貸与奨学金(借入金)には返還の必要があります。 

 

○種類（金額は月額） 

学部生 

・第一種奨学金(無利子) 

自宅通学者：20,000 円、30,000 円、40,000 円、54,000 円 

自宅外通学者：20,000 円、30,000 円、40,000 円、50,000 円、64,000 円 

※給付奨学金と併せて第一種奨学金の貸与を受ける場合、貸与を受けられる月額が給付奨学金の支援区分等に応じ

て調整されます。 

※申込時の家計収入が一定額以上の場合は、各区分の最高月額以外の月額から選択することになります。 

・第二種奨学金(有利子) 

20,000 円から 120,000 円までの間で、10,000 円単位で月額を選択できます。 

大学院生（修士課程相当） 

・第一種奨学金(無利子) 

50,000 円、88,000 円 

・第二種奨学金(有利子) 

50,000 円、80,000 円、100,000 円、130,000 円、150,000 円 

 

○推薦基準（詳細は日本学生支援機構 HP をご覧ください。） 

①学力基準 

学部生 

・「第一種奨学金のみ」または「併用貸与」 

1 年次生：高等学校または専修学校高等課程最終 2 か年の成績の平均が 3.5 以上であること。または、高等学校卒

業程度認定試験合格者であること。 

2 年次生以上：本人の属する学部(科)の上位 3 分の 1 以内であること。 

・「第二種奨学金」 

出身学校または在籍する学校における成績が平均水準以上と認められること。 

大学院生 

・「第一種奨学金のみ」または「併用貸与」 

大学等・大学院における成績が特に優れ、将来、研究能力または高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能

力を備えて活動することができると認められること。 

・「第二種奨学金」 

大学院における学修に意欲があり、学業を確実に修了できる見込みがあると認められること。 

②家計基準 

学部生 

・生計維持者が次の「家計基準」に該当する必要があります。 

【第一種・第二種併用貸与】生計維持者の貸与額算定基準額（※１）が 164,600 円以下であること 

【第一種奨学金】生計維持者の貸与額算定基準額が 189,400 円以下であること 

【第二種奨学金】生計維持者の貸与額算定基準額が 381,500 円以下であること 

 

※１ 貸与額算定基準額（a）=課税標準額×6%-調整控除額（b）-多子控除（c）-ひとり親控除（d）-私立自宅外控除（e） 

 

（a） 市町村民税所得割が非課税の人は、この計算式にかかわらず、貸与額算定基準額が 0円となります。 

ふるさと納税、住宅ローン控除等の税額控除等の適用を受けている場合、家計基準の判定に影響しません。 

（b） 政府指定都市に対して市民税を納税している場合は、（調整控除額）に４分の３を乗じた額となります。 

（c） 生計維持者が 2人を超える子供を扶養している場合、２人を超える子ども１人につき 40,000円を控除し

ます。 

（d） ひとり親世帯に該当する場合に 40,000円を控除します。 

（e） 在学採用の審査において、本人が本学に在籍し自宅外通勤の場合に 22,000円を控除します。 

大学院生 

本人の収入（定職、アルバイト、父母等からの給付、奨学金、その他の収入により本人が 1 年間に得た金額）と配偶者の

定職収入の合計額が、日本学生支援機構が設定した基準以下であること。 

  

◇給付奨学金（高等教育の修学支援新制度） 

経済的理由で大学・専門学校等への進学をあきらめないよう、2020 年 4 月から開始した制度です。 

意欲と能力のある学生が経済的理由により進学及び修学の継続を断念することのないよう、支援を受けることができます。 
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また、給付奨学の対象となれば、授業料等が減免されます。原則として返還義務のない奨学金を支給する。 

なお、2025 年より修学支援制度が拡充され、多子世帯（扶養する子どもが 3 人以上いる世帯）を対象に、所得制限なく授業料減 

免支援が行われます。 

 

○支給額 

給付奨学生として採用されてから卒業する（修業年限の終期）まで、世帯の所得金額に基づく区分に応じて、学校の設置者（国 

公立・私立）及び通学形態（自宅通学・自宅外通学）により定まる下表の金額（月額）が、原則として毎月振り込まれます。 

 

【私立大学の場合】 

＜自宅通学者＞ 

第Ⅰ区分：38,300 円（42,500 円） 

第Ⅱ区分：25,600 円（28,400 円） 

第Ⅲ区分：12,800 円（14,200 円） 

第Ⅳ区分：9,600 円（10,700 円） 

 

 

＜自宅外通学者＞ 

第Ⅰ区分：75,800 円 

第Ⅱ区分：50,600 円 

第Ⅲ区分：25,300 円 

第Ⅳ区分：19,000 円 

 

1.生活保護世帯（扶助の種類を問いません。）を受けている生活維持者（父母等）と同居している人及び社会的養護を必要と

する人で児童養護施設等から通学し、「自宅通学」扱いの人は、自宅通学者のカッコ内の金額となります。 

2.自宅通学とは、学生が生計維持者（父母等）と同居している（またはこれに準ずる）状態のことをいいます。「自宅外通学」

の月額を選択する場合、自宅外通学であることの証明書類の提出が必要です。 

 

◯貸与奨学金（第一種奨学金・第二種奨学金）を併せて利用する場合 

給付奨学金と第一種奨学金を併せて利用する場合、第一種奨学金の貸与月額が制限されます。なお、第二種奨学金の貸

与月額には、給付奨学金の利用は影響しません。 

 

【給付奨学金受給中の第一種奨学金の貸与月額（私立大学）（単位：円）】 

＜自宅通学者＞ 

第Ⅰ区分：0 円 

第Ⅱ区分：0 円 

第Ⅲ区分：21,700（20,000、30,300） 円 

第Ⅳ区分：0 円 

 

＜自宅外通学者＞ 

第Ⅰ区分：0 円 

第Ⅱ区分：0 円 

第Ⅲ区分：19,200 円 

第Ⅳ区分：0 円 

 

※生活保護（扶助の種類を問いません）を受けている生活維持者（父母等）と同居している人及び社会的養護を必要とする

人で児童養護施設等から通学し、「自宅通学」扱いの人は、カッコ内の金額となります。  

 

◯申込資格（詳細は日本学生支援機構 HP をご覧ください。） 

次の（1）及び（2）の両方に該当する人が申し込めます。 

（1）大学等への入学時期等に関する資格 

（2）在留資格等に関する資格 

 

◯選考基準（詳細は日本学生支援機構 HP をご覧ください。） 

給付奨学金の支給を受けるには、次の（1）と（2）の両方を満たす必要があります。 

（1）学業成績等に係る基準 

学業成績等に係る基準は以下のとおりです。 

 

【1 年次】 

次の 1～3 のいずれかに該当すること。 

1：高等学校等における評定平均値が 3.5 以上であること、又は、入学者選抜試験の成績が入学者の上位 2 分の 1 の範囲

に属すること 

2：高等学校卒業程度認定試験の合格者であること 

3：将来、社会で自立し、活躍する目標を持って学修する意欲を有していることが、学修計画書等により確認できること 
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【2 年次以上】 

次の 1、2 のいずれかに該当すること。 

1：GPA（平均成績）等が在学する学部等における上位 2 分の 1 の範囲に属すること 

2：修得した単位数が標準単位数以上であり、かつ、将来、社会で自立し、活躍する目標を持って学修する意欲を有している

ことが、学修計画書等により確認できること 

※採用基準となる GPA、修得単位数はともに「入学時から前年度（前学年）末までの累積」によって判定されます。 

※標準単位数以上でないことについて、災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められる場合には、修得単位数が

標準単位数未満であっても、学修意欲を有することが確認できれば、この基準を満たすことになります。 

※標準単位数＝卒業に必要な単位数÷修業年限×申込者の在学年数 

ただし、在学中の学業成績が次の 1.～3.のいずれかの基準に該当する場合は、支給対象外となります。 

 

【支給対象外】 

1．修業年限で卒業又は修了できないことが確定したこと。 

2．修得した単位数の合計数が標準単位数の 5 割以下であること。 

3．履修科目の授業への出席率が 5 割以下であることその他の学修意欲が著しく低い状況にあると認められること。 

 

※1 1.～3.のいずれかの基準に当てはまる場合であっても、災害・傷病、その他のやむを得ない事由がある場合は、支給対

象となり得ます。 

※2 編入学や転学をしている場合、編入学や転学前の学校で 1.～3.のいずれかの基準に当てはまる場合は採用となりま

せん。 

 

（2）家計に係る基準（収入基準・資産基準） 

あなたと生計維持者が、次の「収入基準」及び「資産基準」のいずれにも該当する必要があります。 

父母がいる場合は、原則として父母（2 名）が「生計維持者」となりますが、生計維持者が誰であるか不明な場合は、日本学

生支援機構 HP の「生計維持者について」、もしくは「生計維持者に係る Q&A」をご確認ください。 

 

1.収入基準 

収入基準は以下のとおりです。（日本学生支援機構 HP 内の「進学資金シミュレーター」で、収入基準に該当するかおおよそ

の確認ができますので、ご利用ください。） 

 

【第Ⅰ区分】あなたと生計維持者の市町村民税所得割が非課税であること（※1）。 

【第Ⅱ区分】あなたと生計維持者の支給額算定基準額（※2）の合計が 100 円以上 25,600 円未満であること。 

【第Ⅲ区分】あなたと生計維持者の支給額算定基準額（※2）の合計が 25,600 円以上 51,300 円未満であること。 

【第Ⅳ区分】あなたと生計維持者の支給額算定基準額（※2）の合計が 51,300 円以上 154,500 円未満であること。 

 

※1 ふるさと納税、住宅ローン控除等の税額控除の適用を受けている場合、収入基準判断に影響しません。 

※2 支給額算定基準額(a)＝課税標準額×6％－（調整控除額＋調整額）(b)（100 円未満切り捨て） 

支給額算定基準額を算出するための「課税標準額」「調整控除額」「調整額」は、課税証明書や所得証明書に必ず記載され

ているものではありません。なお、「マイナポータル」を活用すれば、市町村民税の課税標準額などを調べることができます。 

 

(a)市町村民税所得割が非課税の人は、（※1）の場合を除き、この計算式にかかわらず、支給額算定基準額が 0 円となりま

す。 

(b)政令指定都市に対して市民税を納税している場合は、（調整控除額＋調整額）に 4 分の 3 を乗じた額となります。 

 

2.資産基準 

あなたと生計維持者（2 人）の資産額の合計が 5,000 万円未満であること。 

対象となる資産の範囲は以下のとおりです。 

土地・建物等の不動産は対象になりません。また、住宅ローン等の負債と相殺することはできません。 

・現金及びこれに準ずるもの（投資信託、投資用資産として保有する金・銀等） 

 ※退職金も含まれます。 

・預貯金（普通預金、定期預金）、有価証券（株式、国債、社債、地方債等） 

※少額投資非課税制度（NISA）による投資額も含まれます。有価証券や投資信託は時価で換算してください。 

・満期や解約により現金化した保険 

※満期・解約前の掛け金は含みません。また、貯金型生命保険や学資保険も含みません。 
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日本学生支援機構奨学金 給付・貸与者数 

学部 学科 種別 1 年 2 年 3 年 4 年 種別計 

芸術情報学部 情報表現学科 給付 18 40 32 21 111 

第一種 36 41 28 25 130 

第二種 39 65 55 43 202 

音楽表現学科 給付 10 10 9 6 35 

第一種 9 10 5 7 31 

第二種 13 14 15 18 60 

音楽応用学科 給付 9 9 8 10 36 

第一種 9 10 8 8 35 

第二種 12 14 16 15 57 

舞台表現学科 給付 6 3 0 2 11 

第一種 5 5 3 5 18 

第二種 8 11 7 9 35 

総合政策学部 総合政策学科 給付 10 4 5 10 29 

第一種 5 5 6 7 23 

第二種 12 11 11 18 52 

スポーツマネジメント

学部 

スポーツマネジメント

学科 

給付 38 34 28 24 124 

第一種 39 37 32 36 144 

第二種 59 59 57 43 218 

学年別計 

給付計 91 100 82 73 346 

第一種計 103 108 82 88 381 

第二種計 143 174 161 146 624 

合計 337 382 325 307 1351 
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□授業料等減免（高等教育の修学支援新制度） 

日本学生支援機構 給付奨学金と同一の基準となっており、給付型奨学金の対象者が併せて対象者となります。世帯収入に応

じた４段階の区分で支援額が決まります。 

 

◇減免額一覧 

〇入学金 

学 部 第 1 区分 第 2 区分 第 3 区分 第 4 区分 

芸術情報学部 250,000 円 166,700 円 83,400 円 - 

総合政策学部 200,000 円 133,400 円 66,700 円 - 

スポーツマネジメント学部 200,000 円 133,400 円 66,700 円 - 

 

〇授業料（年間） 

2020年度以降入学者 

学 部 第 1 区分 第 2 区分 第 3 区分 第 4 区分 

全学部 700,000 円 466,700 円 233,400 円 - 

 

□授業料等減免（多子世帯支援） 

2025年度から修学支援新制度が拡充され、多子世帯を対象に、所得制限なく授業料等減免支援が行われます。 

 

◇減免額一覧 

〇入学金 

学 部 第 1 区分（多子世帯） 第 2 区分（多子世帯） 第 3 区分（多子世帯） 第 4 区分（多子世帯） 

芸術情報学部 250,000 円 250,000 円 250,000 円 250,000 円 

総合政策学部 200,000 円 200,000 円 200,000 円 200,000 円 

スポーツマネジメント学部 200,000 円 200,000 円 200,000 円 200,000 円 

 

〇授業料（年間） 

学 部 第 1 区分（多子世帯） 第 2 区分（多子世帯） 第 3 区分（多子世帯） 第 4 区分（多子世帯） 

全学部 700,000 円 700,000 円 700,000 円 700,000 円 
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学生データ                                       

□ 入学者数 

学 部 志願者 入学者 

芸術情報学部 705 480 

編入学 43 30 

合 計 748 510 

総合政策学部 80 72 

編入学 6 4 

合 計 86 76 

スポーツマネジメント学部 289 255 

編入学 3 1 

合 計 292 257 

 

研究科 志願者 入学者 

芸術情報研究科 141 32 

総合政策研究科 5 5 

 

□ 学生数 

学 部 在籍者数 研究科 在籍者数 

芸術情報学部 1822 芸術情報研究科 68 

総合政策学部 322 総合政策研究科 8 

スポーツマネジメント学部 812   

 

□ 出身地別在学生情報 
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□ 留学生出身国・地域（学部・大学院在籍者、休学者を含む） 
国 名 人数 国 名 人数 国 名 人数 

中華人民共和国 247 大韓民国 21 ベトナム 8 

マレーシア 8 モンゴル 1 台湾 3 

インドネシア 1 ネパール 2 ミャンマー 1 

ロシア 1 イラン 4 カナダ 1 

スウェーデン 1     

 

 

□ 社会人学生数 

学部 人数 

芸術情報学部 0 

総合政策学部 0 

スポーツマネジメント学部 0 

芸術情報研究科 0 

総合政策研究科 0 

 

 

□ 学部卒業生数  

学部 学科 

令和 6年度

（2024年度）

卒業生数 

入学年度別内訳 

R3 

(2021) 

R2 

(2020) 

H31 

(2019) 

H30 

(2018) 

編入 再入学 

芸術情報学部 情報表現学科 231 205 7 4 0 15 0 

音楽表現学科 61 54 3 0 1 2 1 

音楽応用学科 76 58 8 0 1 9 0 

舞台表現学科 37 32 1 3 0 1 0 

総合政策学部 総合政策学科 114 85 5 2 2 20 0 

ライフマネジメント学科 1 0 0 1 0 0 0 

スポーツマネ

ジメント学部 

スポーツマネジメント学科 183 177 4 1 1 0 0 

合計 703 611 28 11 5 47 1 

 

 

□ 大学院修了生数 

―の年度に修了した者のうち、学位を取得するために要した年数ごとの修了生の割合 

研究科 専攻 
令和 6年度

（2024年度）

修了生数 

2年 3年 4年 

芸術情報研究科 情報表現専攻 27 92.6％ 3.7％ 3.7％ 

音楽表現専攻 6 100％ 0.0％ 0.0％ 

総合政策研究科 政策行政専攻 10 100％ 0.0％ 0.0％ 

合計 43    

 

□ 卒業生・修了生総数 

卒業生総数 

（大学） 

修了生総数 

（大学院） 
合計 

13,428 573 14,001 
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□ 学位取得状況 

 

※編入学、再入学を除く 

 

□ 大学院における学位授与の状況に関する情報 

標準修業年限（２年）以内で修了した者の占める割合、その他学位授与の状況に関すること 

入学年 専攻 学位名称 入学者 
標準修業年限以内での 

修了者の数（割合） 

長期履修学生の数 

（割合） 

休学等による 

留年者の数（割合） 

退学者の数 

（割合） 

R5 

(2023) 

芸術情報研究科 

情報表現専攻 
修士（情報表現） 25 25 （100％） 0（0.0％） 0（0.0％） 0 （0.0％） 

芸術情報研究科 

音楽表現専攻 
修士（音楽表現） 7 6（85.7％） 0（0.0％） 0（0.0％） 1（14.3％） 

総合政策研究科 

政策行政専攻 
修士（総合政策） 10 10 （100％） 0（0.0％） 0（0.0％） 0 （0.0％） 

計  42 41（97.6％） 0（0.0％） 0（0.0％） 1 （2.3％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入学年 学科 学位名称 入学者 学位取得者 学位取得状況 

R3 

(2021) 

芸術情報学部 情報表現学科 学士（芸術情報） 255 205 80.4% 

芸術情報学部 音楽表現学科 学士（芸術情報） 77 54 70.1% 

芸術情報学部 音楽応用学科 学士（芸術情報） 88 58 65.9% 

芸術情報学部 舞台表現学科 学士（芸術情報） 45 32 71.1% 

総合政策学部 総合政策学科 学士（総合政策） 121 85 70.2% 

ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

学科 

学士（ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄ） 
207 177 85.5% 

計   793 611 77.0% 
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□ 就職先（抜粋）     

2024年度 情報表現学科 就職先一覧 

音響・照明・映像・舞台  音楽・楽器・エンタメ  メーカー・商社 

株式会社日テレ・テクニカル・リソーシズ  四季株式会社（劇団四季）  日本アビオニクス株式会社 

株式会社ＮＨＫテクノロジーズ  株式会社イノセントミュージック  アルテマイスター（株式会社保志） 

株式会社日経ビデオバンク  株式会社シーミュージック  大成建設ハウジング株式会社 

株式会社ウイング  株式会社ドリーミングワークス  積水ハウスシャーメゾン PM東京株式会社 

株式会社放送技術社  株式会社シティコミュニケーションズ  日本住宅株式会社 

株式会社パシフィックアートセンター  株式会社アズミックス  株式会社アートネイチャー 

株式会社シグマコミュニケーションズ  ｅｓｓｐｒｉｄｅ株式会社  セントラルエンジニアリング株式会社 

電音エンジニアリング株式会社    株式会社ミスターハリウッド 

株式会社ユーフィールド  情報･通信･マスコミ  株式会社アズメーカー 

株式会社テクニコ  株式会社中村情報商会  株式会社タツノ 

株式会社サンフォニックス  株式会社Ｓｉｌｖｅｒ Ｂｕｌｌｅｔ  株式会社トライアルカンパニー 

日本ＴＶ映像株式会社  株式会社アウトソーシングテクノロジー  ＭＥホールディングス株式会社 

株式会社クロステレビビジョン  株式会社ＳＥＭエージェンシー  マルシン工業株式会社 

株式会社マグネットスタジオ  株式会社ブレインアソシエイツ  海光電業株式会社 

株式会社東京舞台照明  株式会社サンソウシステムズ   

株式会社セブンゲート  株式会社デザインネットワーク  サービス 

株式会社響映  株式会社アイ・エヌ・ジーシステム  空港ターミナルサービス株式会社 

株式会社Ｄａｙｓ  株式会社システムエグゼ  イオンリテール株式会社 

株式会社ザ・ワークス  ＣＲＥＳＳ ＩＮＦＯ株式会社  株式会社物語コーポレーション 

株式会社エヂカラ  株式会社エスユーエス  株式会社人形町今半 

株式会社富士巧芸社  カーズ株式会社  株式会社綜合キャリアオプション 

ライティングビッグワン株式会社  株式会社クレスソフト  アデコ株式会社 

株式会社フォーミュレーションＩ．Ｔ．Ｓ．  株式会社ジェイテック  むすびす株式会社 

株式会社シネ・フォーカス  株式会社ジェー・アイ・ピー   

株式会社ＯｖｅｒＴｈｅＣｌｉｐ  株式会社イ・エス・エス  サービス(小売) 

株式会社メディア２２世紀    株式会社サンベルクス 

株式会社ハートス東京  レジャー･観光  株式会社トレジャー・ファクトリー 

株式会社スタジオスリーエイト  株式会社オリエンタルランド  株式会社ヨドバシカメラ 

株式会社ダイジョブス  ＴＯＨＯシネマズ株式会社  株式会社ベルク 

株式会社第一広房ＴＯＫＹＯ  スイスポートジャパン株式会社  株式会社ベイシア 

株式会社Ｄｏｒｔ  ピーアークホールディングス株式会社  株式会社クスリのアオキ 

    まいばすけっと株式会社 

ゲーム･CG･アニメ  金融  ブルーブルーエジャパン株式会社 

株式会社グラフィニカ  大和ハウスインシュアランス株式会社   

株式会社スタジオヴォルン    医療･福祉 

ミスリル株式会社  公務員  株式会社アズパートナーズ 

株式会社ｍａｆ  栃木県警察本部  株式会社ニチイ学館 

株式会社ニシカワ     
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2024年度 音楽表現学科 就職先一覧 

音響・照明・映像・舞台  教育機関  メーカー・商社 

株式会社Ｇｏｉｎｇ  埼玉県教員（中学校）  株式会社ストライプインターナショナル 

株式会社エージーエーコーポレーション 
 

東京都教員（高等学校）  明和工業株式会社 

  茨城県教員（高等学校）   

音楽・楽器・エンタメ  学校法人早稲田学園・わせがく高等学校  サービス 

島村楽器株式会社 
 

尚美学園大学  朝日管財株式会社 

株式会社タクティカート    株式会社ウィルオブ・ワーク 

クリエイターズヴィレッジ株式会社    株式会社 NS グループ 
     

情報･通信･マスコミ  医療･福祉  サービス（小売） 

株式会社ＮＴＴデータ・スマートソーシング  ＩＭＳグループ（板橋中央総合病院グループ）  株式会社ノジマ 

  株式会社アズパートナーズ  株式会社ダブリュアイシステム 

  株式会社ＳＢＣメディカルグループ   

     

     

 

2024度 音楽応用学科 就職先一覧 

音響・照明・映像・舞台  音楽・楽器・エンタメ  サービス 

株式会社東芸エンタテイメンツ  株式会社Ｂ ＺＯＮＥ  株式会社マイナビ 

歌舞伎座舞台株式会社  ビクターエンタテインメント  株式会社人形町今半 

株式会社ディスクガレージ  Ｆｕｎｐｌｕｓ株式会社  株式会社Ｐａｙｋｅ 

株式会社映像センター  合同会社ＬＥＡＤＥＲＳ  株式会社リライアブル 

電音エンジニアリング株式会社  株式会社宮地商会  株式会社エム・シー・サービス 

株式会社サンフォニックス  株式会社ＳＯＵＮＤ ＬＡＵＤ   

株式会社ベースオントップ  株式会社ノア  サービス（小売） 

株式会社ライブラゲー  株式会社インクストゥエンター  株式会社ビックカメラ 

株式会社タノシナル  株式会社プロダクション尾木  株式会社アインホールディングス 

株式会社キャピタルヴィレッジ    株式会社ジンズ 

株式会社シミズオクト  情報・通信・マスコミ  ココロカ株式会社 

 株式会社チノバホールディングス  株式会社ブレインシステム   

株式会社メディア２２世紀  アクシーズ株式会社  医療･福祉 

株式会社ＥＩＧＨＴ  ＩＴＸコミュニケーションズ株式会社  大宮七里眼科 

株式会社Ｐ－ＳＴＡＧＥ  株式会社ストーンシステム  株式会社レデイ薬局 

     

  メーカー・商社   

  ホンダ開発株式会社   

  株式会社笹野マックス   
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2024年度 舞台表現学科 就職先一覧 

音響・照明・映像・舞台  スポーツ  サービス（小売） 

株式会社シグマコミュニケーションズ  株式会社ＦＥＥＬ ＣＯＮＮＥＣＴＩＯＮ  株式会社ノジマ 

株式会社メディア２２世紀  株式会社Ｃｈｏｒｄ Ｐｒｉｓｅ  株式会社マックスガイ 

ＥｉＭＯ株式会社     

  サービス  レジャー･観光 

音楽･楽器･エンタメ  西日本旅客鉄道株式会社  ＫＣＪ ＧＲＯＵＰ株式会社 

一般財団法人ヤマハ音楽振興会  株式会社コミュニティー京成   

株式会社ノア  株式会社ウィルオブワーク   

  株式会社ハイデイ日高   

     

     

2024年度 総合政策学科 就職先一覧     

公務員  情報･通信･マスコミ  レジャー･観光 

東京都特別区 i 類職員  株式会社あとらす二十一  株式会社Ｊホテル東京ジオ 

西東京市役所  株式会社デジマケ  アンダーツリー株式会社 

警視庁  株式会社ＩＴ ＢＡＮＫ  アパホテル株式会社 

埼玉県警察  株式会社アウトソーシングテクノロジー   

神奈川県警察  第一生命テクノクロス株式会社  サービス 

前橋刑務所    株式会社ミニミニ城北 

  メーカー･商社  株式会社エイブル 

スポーツ  株式会社ストライプインターナショナル  株式会社スタッフサービス 

コナミスポーツ株式会社  株式会社アダストリア  株式会社食料補完計画 

鹿沼グループ  株式会社ナルミヤ・インターナショナル  株式会社イベント２１ 

特定非営利活動法人プリマヴェーラ・ジャパン  株式会社友和  株式会社埼玉測機社 

  東急ジオックス株式会社  株式会社アベルコ 

教育機関  株式会社東栄住宅  株式会社ファクトリージャパングループ 

学校法人開桜学院 日々輝学園高等学校  株式会社関電工  サコス株式会社 

株式会社国大ビジネスエージェンシー  ポラス株式会社  株式会社コアスタッフィング 

  株式会社エンリード不動産  野口株式会社 

金融  北菱冷熱株式会社   

埼玉中央農業協同組合  株式会社フクハコ  サービス(小売) 

いるま野農業協同組合  ヤマリ日軽住建株式会社  株式会社ＪＲ鹿児島シティ 

  近藤建設株式会社  株式会社羽田エアポートエンタープライズ 

各種団体  株式会社タジマモーターコーポレション  株式会社ハードオフファミリー 

生活協同組合コープみらい  株式会社アルベージュ  株式会社エービーシー・マート 

  株式会社イービーエム  株式会社ソフマップ 

医療･福祉  株式会社フジメック  株式会社理想実業 

株式会社ニチイケアパレス    株式会社コスモス薬品 
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2024年度 スポーツマネジメント学科 就職先一覧   

スポーツ  教育機関  サービス 

コナミスポーツ株式会社  埼玉県教員(中学校)  ＴＢＣグループ株式会社 

株式会社東京ドームスポーツ  栃木県教員(中学校)  株式会社ベアーズ 

株式会社エルフェンスポーツクラブ  茨城県教員(中学校)  綜合警備保障株式会社 

株式会社ｎｏｂｉｔｅｌ  埼玉県教員(特別支援学校)  セントラル警備保障株式会社 

株式会社ＬＡＶＡ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ  東京都教員(特別支援学校)  生和コーポレーション株式会社 

鹿沼グループ  千葉県教員(特別支援学校)  南信ビルサービス株式会社 

幼児活動研究会株式会社  藤岡市教員(小学校)  大東建託株式会社 

株式会社ＬＩＦＥ ＣＲＥＡＴＥ  株式会社大宮教育センター  株式会社バリューエコロジー 

アサヒ産業株式会社    株式会社インター・ベル 

株式会社ＡＬＭＡ ＰＵＲＯ  ゲーム･CG･アニメ  株式会社リロパートナーズ 

株式会社ｏｎｅ ｔｅａｍ・エソラ  円谷フィールズホールディングス株式会社   

クルル株式会社    サービス(小売) 

株式会社ティップネス  情報･通信･マスコミ  株式会社アルペン 

株式会社ＨＩＴ  ＪＦＥシステムズ株式会社  株式会社ヴィクトリア 

株式会社フラスコ１００ｃｃ  パナソニック SSサービス株式会社  株式会社ゴルフ・ドゥ 

株式会社ハイ・スタンダード  日本ビジネスシステムズ株式会社  サントリービバレッジソリューション株式会社 

株式会社ソフネットジャパン  株式会社ＧＯＯＹＡ  株式会社ベルク 

株式会社親和製作所  株式会社アルテニカ  株式会社トレジャー・ファクトリー 

株式会社アスフィット    株式会社フレッシュミルクうまはし 

株式会社ＳＡＬ  メーカー・商社  株式会社ＮＨＣ 

株式会社ＬＥＯＣ  デサントジャパン株式会社  ワヨー株式会社 

株式会社セレッソ大阪  株式会社ニューバランスジャパン   

  プーマジャパン株式会社  レジャー･観光 

公務員  株式会社アダストリア  ケーヨーリゾート開発合同会社(シェラトン） 

岩手県警察  株式会社ａｄａｐｔ ｒｅｔａｉｌｉｎｇ  株式会社ベルクラシック東京 

東京消防庁  株式会社ＴＳＩホールディングス  株式会社伊東園ホテルズ 

さいたま市消防局  株式会社ホンダカーズ埼玉  アパホテル株式会社 

浦安市役所  トヨタモビリティ東京株式会社   

狭山市役所  株式会社レンタルのニッケン  医療･福祉 

航空自衛隊  株式会社日立ビルシステムエンジニアリング  株式会社木下の介護 

  株式会社ヒノキヤグループ  株式会社ケアリッツ・アンド・パートナーズ 

各種団体  株式会社太田花き  株式会社ＧＥＮＯＶＡ 

一般社団法人日本モーターボート競走会  マツモト産業株式会社  ＤＳセルリア株式会社 

一般社団法人関東地方公営競馬協議会    ＩＭＳグループ（板橋中央総合病院グループ） 

日本年金機構     

独立行政法人国立病院機構     
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運営組織                                  

   

芸術情報学部 学部長 恩田 憲一      

       

     
総合政策学部 学部長 金原 由紀子     

       

     
ス ポ ー ツ マ ネ ジ メ ン ト 学 部 学部長 小泉 昌幸     

       

     
芸術情報研究科 研究科長 山﨑 岩男     

 

 
      

     
総合政策研究科 研究科長 安 章浩     

  
      

   

教務部 部 長 加藤 順一 

学 長 

永山 賀久 

    

      

   

学生部 部 長 小野里 真弓 
    

      

    
キャリア・就職部 部 長 坪口 昌恭 

    

       

   
情報部 部 長 樫村 雅章 

   

      

   
入試・広報部 部長 岡本 雄司 

   

      

     
国際交流センター センター長 伊藤 紫織 

    

       

   

メディアセンター センター長 眞下 英二 
    

      

   

地域連携センター センター長 眞下 英二 
    

      

    
教職・資格課程センター センター長 大野 好司 

   

      

    
事務局 事務局長 中村 維利 
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事務組織                                  

＜事務局＞ 

教務課…授業、学籍関連、証明書、教職課程、学芸員課程に関すること 

学生課…学生諸活動、奨学金関連、後援会（保護者会）関連、国際交流・留学生支援に関すること 

キャリア・就職課…キャリア支援に関すること 

入試・広報課…大学広報、学生募集、入試に関すること 

管理課…キャンパス整備、大学全般の庶務に関すること 

情報・メディア課…学内ネットワーク、コンピューター、セキュリティ、情報系科目の授業補助、コンピュータプラザの利用、 

DX推進、情報化推進、メディアセンターに関すること 

 総務課…総務、経理、人事、地域連携、尚友会（同窓会）に関すること 

 大学戦略・IR室…大学改革の支援、大学戦略に関すること 
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教職員データ                                

□ 教職員数                                

専任教員（学長・副学長含まず) 84 非常勤講師 235 教員計 319 

専任職員（パートタイム含む） 90 職員計 90 

 

□ 職階別教員数                              

 教授 准教授 講師 助教 合計 

芸術情報学部 31 17 3 0 51 

総合政策学部 13 6 0 0 19 

スポーツマネジメント学部 7 5 2 0 14 

合計 51 28 5 0 84 

 

□ 男女別教員数         

専任教員 兼任（非常勤）教員 

男性 女性 男性 女性 

68 16 148 87 

 

□ 年齢構成別教員数                              

 66～70 61～65 56～60 51～55 46～50 41～45 36～40 31～35 26～30 合計 

芸術情報学部 6 13 13 6 8 4 0 1 0 51 

総合政策学部 1 1 4 7 4 2 0 0 0 19 

スポーツマネジメント学部 2 2 2 0 3 3 2 0 0 14 

合計 9 16 19 13 15 9 2 1 0 84 

 

□ 科学研究費補助金等研究助成等の状況 

 
令和 7年度 

採択数 

芸術情報学部 3 

総合政策学部 4 

スポーツマネジメント学部 0 

 

□ 専任教員の保有学位・研究業績等 

  

https://www.shobi-u.ac.jp/navi/disclosure/
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□ 専任教員一覧（50音順） 
芸術情報学部 情報表現学科（学科長 石井 満） 

【教授】 

石井 満 伊藤 紫織 岡本 雄司 恩田 憲一 樫村 雅章 

川口 肇 定平 誠 須藤 智 寺井 智子 野上 竜一 

華山 宣胤 春口 巌 宮澤 光造 山寺 紀康  

 

【准教授】     

赤崎 勝彦 大井田 かおり 柿崎 景二 河内 裕二 坂本 サク 

里見 慶 土井 直哉 福岡 元啓 藤橋 誠  
     

【専任講師】 

熊谷 雅良     
     

芸術情報学部 音楽表現学科（学科長 後藤 文夫） 

【教授】 

片岡 大志 川島 眞 河内 純 小島 有利子 後藤 文夫 

坪口 昌恭 藤田 千章 宮本 憲二   
     

【准教授】     

前田 拓郎     
     

【専任講師】     

齋藤 真由美     
     

芸術情報学部 音楽応用学科（学科長 竹内 誠） 

【教授】     

井上 昌美 重野 知央 竹内 誠 村木 益実  
     

【准教授】     

漢那 拓也 古澤 彰 宮木 朝子   
     

【専任講師】     

川浦 義広     
     

芸術情報学部 舞台表現学科（学科長 山﨑 岩男） 

【教授】     

伊藤 大 岡村 宏懇 小林 仁 関 聡太郎 山﨑 岩男 
     

【准教授】     

青井 智佳子 大隅 智佳子 清水 典人 三輪 亜希子  
     

総合政策学部 総合政策学科（学科長 三野 裕之） 

【教授】     

加藤 順一 加藤 弘之 金原 由紀子 木村 光太郎 小林 和久 

小林 正英 荘 発盛 髙橋 雅子 伊達 雅彦 眞下 英二 

三野 裕之 安 章浩 廖 海濤   

     

【准教授】     

大西 麗衣子 小柳 達也 角谷 淳 田中 啓太 畑中 綾子 

御手洗 大輔     
     

スポーツマネジメント学部 スポーツマネジメント学科（学科長 梶 孝之） 

【教授】     

海老原 修 大野 好司 小野里 真弓 梶 孝之 小泉 昌幸 

櫻井 光行 廣瀬 恒平    
     

【准教授】     

田中 充 舟木 泰世 宮坂 雄悟 森田 重貴 若山 典生 
     

【専任講師】     

仁木 康浩 茂木 康嘉    
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事業計画・事業報告・財務情報・寄附行為・役員名簿                             

□ 学校法人尚美学園 ホームページ 

 

http://www.shobigakuen.ac.jp/info.html

